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「被災地に《人間の復興》を」：又市副党首 

「阪神のやり方は逆の教訓だ」：片山総務相 

 又市副党首は３月３０日、予算・関連法案の事実

上最後の質疑で、被災地の救援・復旧の中心となる

自治体のために万全の財政措置を組むよう、また復

興は都市計画優先でなく住民のくらし・雇用と地域

の再生を重点にと主張。鳥取震災の当事者であった

片山総務相はこれに賛同しました。 

又市副党首は１日から統一地方選挙の応援に奔

走します。各府県の社民党と応援する皆さんに、「今

こそ生活再建、自治体再生のため各府県議選、市町

村議選でがんばりましょう」と呼びかけています。

 
◆ 震災後の地方財源の確保に国は万全を 
又市副党首は、毎年の交付税法改正に、「本来の地方財政自立の役割を果たしていない」と

して「法定率の大幅引上げ」等を提案してきました。しかし今回（2011 当初予算）は財務省な

どの 1．1兆円削減論を退けたこともあり、賛成。 

そして「災害対策の中心は自治体だ。追加支出と、交付税原資（国税 5税）の減収と地方税

の減収で、大きな財源不足見込み。交付税の増額と、地方税の減収補てんに万全の措置を。ま

た交付税などを抑え込む『中期財政フレーム』も災害で全面見直しを要す。とくに交付税は、

自治体の中期的復興需要を織り込んで改定すべき」と提起。 

片山大臣は「特別交付税はかなりの増額が必要、補正でやる。中期財政フレームは＜地方に

しわよせしない＞としている。また被災地支援により、一般財源の変更が必要になる」と答弁。

◆ 雇用と生活再建優先で「人間の復興」を 
又市副党首は災害復興のあり方について「阪神淡路大震災のあと、『人間の復興』であるべ

きだったのに、行政の主導で空港、港湾、高速道路など大規模開発を優先した、いわゆる『創

造的復興』が幅を利かせ、被災者・地域住民の自立と、地域の再生をなおざりにした。関東大

震災で経済学者･福田徳三が唱えた『人間の復興すなわち住まいと生活、営業、労働機会の復

興でなければならない。道路や建物は、その機会を維持し、擁護する道具立てに過ぎない』…

をご存知と思う」と問いかけ。 

大臣は「私も鳥取で遭遇したが、阪神は逆の教訓にした。復興は誰のためにか？ 土地がク

リアランスされて都市計画は可能だが、泣いている被災者、高齢者、弱者に希望と安心を与え

るのが基本で、それには生活環境をできるだけ元通りに戻すことだ」と又市提案に賛意の答弁。
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